
(大阪市全体）

① 市税等の一般財源見込を算出

②

（今後）

○

○ 各所属の予算算定を踏まえ、経費及び一般財源の精査等を行い、予算案を策定する

資料２-１

令和2年度概算見込及び財源配分について

　予算編成に向けて、市税等の一般財源や、人件費・公債費・非裁量経費・重点施策推進経費等の所
要一般財源にかかる令和2年度概算額を見込み、経費の性質別に財源配分を行うもの

人件費・公債費・非裁量経費といった義務的な経費等に、優先的に一般財源を配分するとともに、通常収支不
足の状況も勘案しながら、各所属が活用できる、裁量経費の所要一般財源の上限額を設定

各所属は、裁量経費について、活用可能な一般財源の範囲内で、区長・局長マネジメントにより、施策の選択と
集中を進めながら、予算算定を行う



令和2年度概算見込と財源配分の方針（大阪市全体）

9,976億円 9,935億円 9,906億円 9,871億円
元年度　所要一般財源

譲与税・交付金
885億円

▲28億円の減
　・退職手当の減　▲35億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

公債費等
2,414億円

非裁量経費
3,645億円

人件費
2,734億円

その他財源
652億円

市税
7,488億円

裁量経費
1,010億円

＋10億円の増
　・消費税率引上げに伴う平年度化影響（＋1％）

市税
7,429億円

元年度　一般財源等

▲221億円の減
　・公債費の減　▲221億円

地方交付税・
臨時財政対策債

681億円

　　　　　　　　　　　　▲165億円の減

 　　　 うち国制度化に伴う幼児教育無償化財源
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＋60億円

公債費等
2,193億円

その他財源
670億円 ＋18億円の増

▲41億円の減 ＋35億円の増2年度　所要一般財源 2年度　一般財源等

人件費
2,706億円

地方交付税・
臨時財政対策債

846億円

譲与税・交付金
1,126億円 ＋241億円の増

▲59億円の減

＋107億円の増
　・市民利用施設等の緊急安全対策　＋46億円
　・障がい者自立支援給付　    ＋21億円
　・介護保険事業会計繰出金　＋12億円
　・障がい児給付　＋6億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

裁量経費
1,020億円

非裁量経費
3,538億円

重点施策
推進経費等

280億円

＋91億円の増
　・幼児教育無償化財源を活用した特別枠　＋60億
円
　・新たに取り組む施策の推進　＋30億円程度

重点施策
推進経費等

371億円

2年度通常収支不足見込
▲29億円

元年度通常収支不
足

財政収支概算
（平成31年2月版）

▲39億円


